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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
１．本論文の特徴と貢献
　本論文の特徴と貢献として次の点を挙げることができる。
　第１に、地域経済学と財政学の橋渡しをする創意工夫に富んだ意欲的な研究であり、各章の水準が極めて
高いことである。問題意識を明確化した上で様々なアイデアを提示し、道州制・公共投資・道路投資・集積
の利益・都市自治体の効率性といった地域政策の重要課題に取り組んでいる。
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　第１章では、供給主導型の地域経済・財政モデルを構築し、人口減少社会における地域経済と地方財政の
予測を行っている。人口減少に直面した将来の地域の姿を踏まえた上で制度改革の効果を検討していること、
集積の利益や技術進歩の影響なども内生化して分析していることが特徴である。第２章は、景気変動など需
要サイドの影響を除去した上で、公共投資が厚生水準に及ぼす影響について、地域間・分野間配分の観点か
ら検証しており、分析の過程や解釈において大変優れた業績であるといえる。第３章で検討される道路投資
と地域経済の関係は、産業立地研究においても古典的かつ現代的課題であり、計量経済学的手法による貴重
な貢献がされている。近年の道路建設を中心とする社会資本論争にも関連して貢献するところが大きい。第
４章において、大都市内部の集積を全産業事業所の密度の勾配で示し、これを生産関数の中に取り組むとい
うアイデアは興味深いものである。第５章では、都市自治体間の労働コスト格差を、「非裁量的要因」と「裁
量的要因」に分け、前者を取り除いて自治体の真の効率性を検証している。
　第２に、分析モデルやデータベースの構築がきわめて手堅く行われ信頼性が高いことである。
　各章では、テーマに即して先行研究をよくフォローしており、理論的考察を踏まえ、地域経済・地方財政
に関するデータを整備し、場合によってはデータ加工に相当の労力を投じて実証研究を行うという、極めて
堅実な研究作業の成果が示されている。モデルの特定化にあたって詳細な数学的展開が必要な場合やデータ
作成手法の詳述が必要な場合については「補論」を付けて、手続きを明示し「再現可能性」に配慮している。
　第３に、分析課題に対する計量経済学的手法の選択が適切であり、推計にあたって配慮も行き届いている
ことである。
　例えば、第２章において検討されているように、社会資本の生産力効果を検証している先行研究の多くは、
単純最小二乗法を用いて推計を行っている。しかし、推計された方程式の誤差項に系列相関が存在する場合、
系列相関を考慮していない最小二乗推定量は一致推定量とはならない。そこで本論文では、系列相関が生じ
ている場合には、１階の系列相関を想定し、一般に用いられるCochrane-Orcutt 法よりも優れた方法である
Prais-Winsten 変換に基づく一般化最小二乗法を用いて推計を行っている。
　第４に、実証研究から得られる地域政策へのインプリケーションが意義深いことである。
　第１章では、道州制導入と地方税制改革（法人住民税を地方消費税に振り替え、法人事業税を完全外形標
準化する）が、地域経済と地方財政の悪化を食い止めることができると指摘する。第２章では、今後、公共
投資という政策手段を用いて地域の厚生水準を高めるのなら、地域間の公共投資配分を変更するだけでなく、
各地域の厚生水準を最も高めることのできる社会資本に公共投資を重点化すべきであると指摘する。第３章
では、地域間道路整備によって地方圏における経済活性化を図ろうとするなら、道路以外のネットワーク形
成をはじめとした地域経済圏域の一体化にまで踏み込んだ政策を実施する必要があると指摘する。第４章で
は、事業所における空間構造にまで踏み込んだ地域計画・都市計画の策定により、集積の利益や不利益といっ
た外部性を調整することによって生産力を増加させるという政策が必要であると指摘する。第５章では、非
裁量的要因による人件費格差が確認できたことを受け、人件費の抑制という行政改革を行うためには自治体
の効率性の差異（裁量要因）によって生じている格差部分を抽出して、内部事情を考慮しつつ各自治体が改
善することが求められるとする。第６章では、全体を通じた政策的インプリケーションとして、「分権型地
域政策の必要性」と「地域連携の必要性」への地域政策のパラダイム・シフトを提示する。
２．審査委員会の結論
　本論文は、地域経済学と財政学の橋渡しを行い、計量経済学的手法による実証分析結果をもとに今後の地
域政策へのインプリケーションを提示した高水準の研究業績である。人口減少、グローバル化、東京一極集
中という環境変化の中での地域政策の課題を実証研究により明らかにするという問題設定も適切であり、今
後の研究対象の広がりも感じさせる。計量経済学的手法による丹念で堅実な分析は著者の力量がとりわけ発
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揮されている部分であり高く評価できるものである。本論文から得られた政策的インプリケーションも、今
後の地域政策のあり方を考える上で有益な示唆を与えるものである。
　もちろん、本論文に全く不満が無いとはいえない。本論文では、分析結果を踏まえて最終的にこれからの
地域政策のあり方として「地方分権」 と「地域連携」を提示するが、その具体的な政策論については踏み込
んでおらず、より具体的・創造的な地域政策論を望みたい。また本論文で用いた分析モデルを拡張し、一般
性をより高めていく必要があろう。例えば、第４章では全産業ベースの密度勾配による分析モデルになって
いるが、産業構造も考慮に入れた分析が必要になろう。第２章ではモデルの推計期間区分を吟味する必要も
あろう。また、都市自治体の労働コストを扱った第５章を除いた第１章から第４章までの地域経済分析が都
道府県ベースであることも結果の解釈を難しくする場合がある。都道府県は行政区域の地域区分であり、本
来は経済圏の地域区分を用いた方が望ましいと考えられる。これは民間資本ストックをはじめ現状のデータ
の大部分が都道府県をベースに整理されている制約によるものでもあるが、分析の精緻化のためには一層の
データ整備が不可欠といえる。しかし、これらの点の改善は今後の課題あるいは審査委員会の著者への期待
といえ、本論文の価値を何ら損なうものではないと考える。
　また、本論文では、第１章から第４章までが、査読付き論文ないし著書（共著）をベースとしており、外
部からの高い評価も得ている。
　本論文は博士学位申請論文として高く評価できるものであり、当審査委員会は全員一致で、博士学位申請
論文提出者である林亮輔氏が、博士（経済学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと判定する。
